
１　ＰＬＡＮ（目的・概要）

２　ＤＯ（実施）

３　ＣＨＥＣＫ（検証）

４　ＡＣＴＩＯＮ（取組）　　

32.0 （累計）100

10.0 20.0 37.5

コード

個23事01

企画調整室
計画担当課長

事務事業 成果

責任者

コスト

根拠
法令等

備考（款項目節等）
（款項目節）
歳出：企画調整費/調査費/企画調査費/委託料

(算出計算式）

（その他）
事業費については、港湾計画改訂にかかる費用を
一式で計上しており、港湾計画の策定にかかる各
事務事業シートでは同額を計上しています。（環境
影響評価にかかるものを除く）

最終目標 25 備考（指標の算定方法など）

港湾法第3条の3

実施
義務   　　 有        無

将来的な方針の策定、港湾計画への反映に向けた調整、関係者ヒアリング等、具体的な検
討を実施する予定です。

基本施策名 08 施設の安全性・信頼性の向上  

個別施策名 23 港湾施設の機能を維持・強化する

概要 官公庁船、業務船、作業船を機能に応じた適切な配置を検討するものです。

事務事業シート 対象事業年度 平成 24 年度

政策名 5   安全な港 23年度事業・個別施策評価結果
（今後の取組みの方向性）

事務事業名 01 小型船だまり計画の策定（港湾計画の策定）
052-654-7911

連携課
継続 拡大 拡大

連絡先

目的 小型船だまり計画を策定し、港湾計画に位置づけ、事業化につなげます。
事業
期間

平成17～25年度
※「その他特記事項」

関連
シート

24年度に実施した
内容･結果

関係者ヒアリング、港湾計画への反映に向けた検討を進め、名古屋港基本計画検討委員会において小型船だまり計画に
係る施策方針や施策展開を提示しました。

24年度の実施予定

コスト（年度） 単位 20（実績） 21（実績） 22（実績） 23（実績） 24（実績見込）

36,550事業費　計 千円 0 0

千円

7,350 7,549

0 7,350 7,549 36,550

人員費　計

一般会計 千円 0
事業会計

その他 千円

千円 1,754 1,716 424
正規職員 人 0.20
嘱託職員 人 0.00 0.00

431 1,307

0.20 0.05 0.05

0.00 0.00 0.00

0.15

7,774 7,980 37,857合計 千円 1,754 1,716

活動・成果　指標 年度 20 21

1.3 0.7 2.0 1.0 1.6

22 23 24

23.1

（累計）5

0.3 0.2 0.2 0.2 0.6

23.1 28.6

その他特記事項

28.6 10.0 20.0 37.5

38.0 50.0

6.0

14.026.0

4.0 4.0 4.0 12.0

40.0 20.0

港湾計画の策定は港湾法により実施が義務付けられている事務事業です。
必
要
性

本組合が関与する必要があるか？

必要性・有効性・効率性の確認 判断理由　（課題の抽出）

※港湾計画の策定に
ついては、東日本大
震災の影響により、
企業活動の将来動向
が不透明であること
による貨物推計時期
の見極め、改訂作業
に考慮すべき事項と
して港湾運営会社の
動向や国際産業ハブ
港としての方向性（長
期構想の見直し等）
の整理が必要である
ため、目標年度を23
年度から変更。（23年
度行政評価）

○ ・×

○ ・×

○ ・×

○ ・×

○ ・×

予測・検証及び委員会による合意形成に向けた検討を進めているが、成果
目標には達していません。

港湾計画の策定は港湾法により実施が義務付けられており、港湾管理者が
定めなければならないことから、実施主体として適正です。

○ ・×

○ ・×

個別施策評価結果を踏まえた来年度以降の取り組み

名古屋港基本計画検討委員会に提示した内容やパブリックコメントを踏まえ、港湾計画改訂に向けて、関係者との調整や具体的検討
を引続き実施していきます。

判断理由

継続
環境変化に対応した港湾のマスタープランである港湾計画の改訂に向
けて着実に取り組むため。

個別施策評価結果による
今後の取り組みの方向性

コスト成果

効
率
性

最小のコストで成果をあげているか？

受益者に適正に負担させているか？

目標

実績

目標

実績

達成率（単年度％）

利用者のニーズは高いか？

達成率（単年度％）

有
効
性

目的や目標の水準は妥当か？

目標を達成したか？

個別施策へ貢献したか？

効率的な運営主体となっているか？ ○ ・×

事務事業

どうしても必要な事業か？ ○ ・×

港湾計画の策定手
続きの進捗状況（工
程）

以下の変更手続きにおける実施工程
数を合計します。①基本計画の作成、
②予測・検証、③委員会による合意形
成、④名古屋港審議会への諮問・答
申、⑤国の交通政策審議会への諮問・
答申及び公示

策定進捗率（％）

港湾計画の策定手続きの実施
工程を把握することで事業の進
捗度をみます。進捗率は手続き
の実施工程数÷予定工程数で
算出します。

達成率（累積％） 26.0 30.0 34.0 38.0 50.0

達成率（累積％） 26.0 30.0 34.0

建設整備事業一般事務事業 計画 事業化 事業 管理

事務事業の段階


